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STEP１-１ 基本情報
組合コード 61945
組合名称 セキスイ健康保険組合
形態 単一
業種 化学工業・同類似業

令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

57,050名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

2,580名 -名 -名

加入者数 112,850名 -名 -名
適用事業所数 200ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

-ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

9‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 2 41 - - - -

事業主 産業医 1 350 - - - -
保健師等 24 0 - - - -

第2期における基礎数値
（平成28年度の実績値）

特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 37,296 ∕ 48,524 ＝ 76.9 ％
被保険者 29,998 ∕ 31,638 ＝ 94.8 ％
被扶養者 7,298 ∕ 16,886 ＝ 43.2 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 1,130 ∕ 7,580 ＝ 14.9 ％
被保険者 1,122 ∕ 7,116 ＝ 15.8 ％
被扶養者 8 ∕ 464 ＝ 1.7 ％

令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 76,484 1,341 - - - -
特定保健指導事業費 85,887 1,505 - - - -
保健指導宣伝費 9,358 164 - - - -
疾病予防費 1,888,854 33,109 - - - -
体育奨励費 0 0 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 196,708 3,448 - - - -
　
小計　…a 2,257,291 39,567 0 - 0 -
経常支出合計　…b 35,318,000 619,071 - - - -
a/b×100 （%） 6.39 - -
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令和3年度見込み 令和4年度見込み

令和5年度見込み
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男性（被保険者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 -人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 -人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 -人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 -人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
１ 大規模な健保組合(被保険者数55.6千人、加入者数113.4千人)である(単一組合平均：被保険者数8.6千人、加入者数16.0千人)。
２ 事業主の拠点(585ヶ所)が全国に点在しており、50人未満の小規模な事業所(338ヶ所)が多い。
３ 特定健保のため、65歳以上の前期高齢者が、6,182人で 加入員中5.4%と多い(単一組合平均：3.3%)。
４ 母体企業が4社あり、健康管理に対する課題の共有化が重要である。
５ 住宅関連部門の社員(約35.0千人)は、勤務形態等の理由により生活習慣が不規則な人が多い。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・現役社員の特定保健該当率が減少しない。
・主婦、退職者健診の受診率が伸びない。
・加入員への健康情報発信が不十分である。
・事業主と協働した保健事業への取組が遅れている。

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　事業所健康度の可視化(ヘルスアップ・レポートの配布)
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌ヘルシーライフの発行
　保健指導宣伝 　ホームページ活用による健康情報の提供
　疾病予防 　ヘルスアップ(集団健康)教室
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診(現役社員)
　特定健康診査事業 　特定健診(現役以外)
　特定保健指導事業 　特定保健指導(現役社員)
　特定保健指導事業 　特定保健指導(現役以外)
　疾病予防 　健康診断(現役社員)
　疾病予防 　主婦健診
　疾病予防 　退職者健診
　疾病予防 　薬剤斡旋
　疾病予防 　健康電話相談
　疾病予防 　糖尿病重症化予防(前期高齢者訪問健康指導)の実施
　疾病予防 　重症化予防面接指導(健康ナビ２０１７)
　疾病予防 　禁煙支援活動
　その他 　ジェネリック医薬品転換促進
　その他 　柔整医療費抑制
　予算措置なし 　セキスイ・ヘルスサポート・ネットワーク(ＳＨＮ)の構築
　予算措置なし 　ストレスチェックのＷｅｂによる実施
事業主の取組
　1 　健康診断(現役社員)
　2 　メンタルヘルス対策
　3 　復職支援プログラム
　4 　禁煙対策
　5 　海外赴任のための予防接種(ワクチン)
　6 　インフルエンザ予防接種の補助
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
疾
病
予
防

1
事業所健康度
の可視化(ヘル
スアップ・レ
ポートの配布)

【目的】事業所毎の従業員の健康状況認知、保健事業への
協力と参加
【概要】事業所毎に健康マップを作成し、健康管理責任者
に配布、事業所内で健康状況を共有してもらい保健事業へ
の協力と参加を促す

被保険者 全て 男女
18
〜
64

全員 30 健康管理委員会で配布 事業所毎に作成したため、健康状況を
リアルに把握できた

健康状況によりヘルスアップ教室等の
開催が事業所によりばらつきがあった 4

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

-
機関誌ヘルシ
ーライフの発
行

【目的】情報発信、健康意識の向上
【概要】健保の運営、収支、保健事業等を掲載した機関誌
を発行(2回/年)

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 4,075
・リニューアルによりカラーページを
増加(平成28年〜)
・現役被保険者には事業所経由で、退
職者被保険者には郵送で自宅に送付

健康診断実施予定の周知と
健康情報発信により健診受診率
向上に寄与

・見てもらう工夫が不十分
・社員が自宅に持ち帰らない 4

-
ホームページ
活用による健
康情報の提供

【目的】情報発信、健保制度の周知
【概要】健保情勢、制度改正、保健事業情報をタイムリー
にWebにて提供

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 607 リニューアルにより使いやすさを向上(
平成27年〜)

・事業所のイントラにリンク
・事業所担当者ページの新設により担
当者の利用者数増
・担当者にメールにより最新情報を発
信

・健康情報発信が不十分
・退職者、被扶養者のアクセス数が
　伸びない
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疾
病
予
防

- ヘルスアップ(
集団健康)教室

【目的】生活習慣病予防とメンタルヘルス対策
【概要】事業所との協働により栄養、運動、メンタル等の
指導を集団形式にて実施

被保険者 全て 男女
18
〜
64

全員 5,352 平成29年度は、全国で年間171回開催
参加人数は、延べ4,395名

・実施費用は健保で全額負担
・契約保健師の活用

・事業所により実施にばらつきがある
・平成30年度より内容を拡充したヘル
スアップ補助制度を新設して健康リテ
ラシーの向上を図る
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個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

- 特定健診(現役
社員)

【目的】特定健診の受診率向上
【概要】事業主と協働で生活習慣病健診の一部として実施 被保険者 全て 男女

40
〜
64

全員 0
受診者数　27,289名　
受診率　98.3% 
(平成29年10月　国への報告実績)

現役社員健診の一部として事業主と協
働で実施(疾病予防の健康診断(現役社員
)を参照)

・人事テータと連動していない
・健診結果の経年分析ができていない 4

- 特定健診(現役
以外)

【目的】特定健診の受診率向上
【概要】希望者に対して生活習慣病健診の一部として実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 58,937
平成26年度より外部委託にて実施
受診者数　9,907名
受診率　48.0%
(平成29年10月　国への報告実績)

主婦・退職者健診の一部として実施(疾
病予防の主婦健診、退職者健診を参照)

アンケートの結果、健診実施の周知が
不十分及び、健康リテラシーの不足 3

特
定
保
健
指
導
事
業

- 特定保健指導(
現役社員)

【目的】特定保健指導の実施率向上
【概要】健保契約保健師にて事業所と協働で実施 被保険者 全て 男女

40
〜
64

基準該
当者 19,559

実施(終了)者数　1,107名
実施(終了)率　16.5%
(平成29年10月　国への報告実績)

健保の契約保健師にて事業所と協働で
実施

・重症化予防に注力したため特定保健
指導率が伸び悩んだ
・特定保健指導該当者が減少しない
・治療勧奨者の受療率が低い
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- 特定保健指導(
現役以外)

【目的】特定保健指導の実施率向上
【概要】希望者に対して外部委託業者にて実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 385

実施(終了)者数　23名
実施(終了)率　2.6%
(平成29年10月　国への報告実績)

対象者の自宅に指導の案内を送付 希望者のみに実施のため特定保健指導
率が伸びなかった 2

疾
病
予
防

- 健康診断(現役
社員)

【目的】生活習慣病の早期発見、早期治療
【概要】事業主と協働で健保契約健診機関にて年1回実施(
事業主負担8,000円/人)

被保険者 全て 男女
18
〜
64

全員 1,368,205
一次健診受診率(平成29年度)は、
定期健診(35歳未満) 99.6%
成人病健診(35歳以上) 99.6%

・事業主と協働で実施
・がん検診についても充実

・地域により健診機関数にばらつきが
ある
・健診の予約等で事業所担当者の工数
大

5

- 主婦健診
【目的】生活習慣病の早期発見、早期治療
【概要】希望者に外部委託業者契約の健診機関にて年1回実
施

被扶養者 全て 女性
35
〜
74

全員 263,949
平成26年度より外部業者に委託
一次健診受診率(平成29年度)は、
現役社員の主婦　40.1%
退職者の主婦　50.5%

・健診項目が人間ドック並みに充実(が
ん検診含む)
・自宅に健診案内を送付
・健診案内冊子のリニューアル(カラー
化)
・自己負担金の見直しとオプション項
目の選択制により受診を容易にした

アンケートの結果、健診実施の周知が
不十分及び、健康リテラシーの不足 4

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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- 退職者健診
【目的】生活習慣病の早期発見、早期治療
【概要】希望者に外部委託業者契約の健診機関にて年1回実
施

被保険者 全て 男女
40
〜
74

全員 54,981
平成26年度より外部業者に委託
一次健診受診率(平成29年度)は、
任意継続被保険者　27.4%
特例退職被保険者　61.0%

・健診項目が人間ドック並みに充実(が
ん検診含む)
・自宅に健診案内を送付
・健診案内冊子のリニューアル(カラー
化)
・自己負担金の見直しとオプション項
目
の選択制により受診を容易にした

アンケートの結果、健診実施の周知が
不十分及び、健康リテラシーの不足 4

- 薬剤斡旋 【目的】疾病予防対策
【概要】救急薬品・家庭常備薬等を斡旋(3回/年)

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 0 案内(斡旋商品一覧)をカラー化、
新規商品を随時追加

・現役被保険者は事業所経由
・退職被保険者は自宅に送付
・Webによる申込み開始(平成29年〜)

ドラックストアーの台頭により
利用者数が横ばい 4

- 健康電話相談 【目的】疾病予防、加入員サービス
【概要】病気やメンタルヘルスの相談窓口を開設

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 4,709
平成29年度は、
健康相談件数　229件
こころ相談件数　 67件

「心」と「体」の相談窓口を一本化し
たことで利便性が向上

インターネットの普及による情報収集
手段が多様化のため相談件数の減少 2

-
糖尿病重症化
予防(前期高齢
者訪問健康指
導)の実施

【目的】前期高齢者の医療費削減
【概要】糖尿病罹患者に外部委託業者の指導員が食生活と
運動習慣等の改善を指導

被保険者
被扶養者 全て 男女

65
〜
74

全員 852

平成29年度は、
糖尿病重症化予防対象者16名中、6名(3
7%)
糖尿病性腎症予防対象者 7名中、3名(43
%)
に訪問指導を実施

募集型から生活習慣病のハイリスク者
へのアプローチ型に切替 訪問指導(受入)率のアップ 4

-
重症化予防面
接指導(健康ナ
ビ２０１７)

【目的】脳血管・心疾患予防(疾患の発症ゼロ、要治療者へ
の治療勧奨)
【概要】35〜64歳で危険因子３つ以上該当する者には、重
症化予防面接指導を実施。
　　　　35〜39歳で危険因子１〜２つ該当する者には、健
康ナビ2017として
　　　　保健指導を実施。

被保険者 全て 男女
35
〜
64

基準該
当者 45,597 平成29年1月から12月までに健診を受

診した者に実施した
・コラボヘルスとして実施したため事
業所の協力を得られた
・35〜39歳(若年層)にも保健指導がで
きた

・一部の事業所で未実施だった
・さらに若年層にも拡大すべき 4

- 禁煙支援活動
【目的】喫煙者の削減
【概要】ヘルスアップ健康教室の一環として喫煙者を対象
に実施

被保険者 全て 男女
20
〜
64

全員 0 平成29年度は、ヘルスアップ健康教室
として9回実施

平成28年度の喫煙率(40歳以上)が、平
成24年度から2.8%下がった(平成28年
度 33.9%)

・喫煙率が全国平均と比較して高い
・40歳未満の喫煙率が把握できていな
い

2

そ
の
他

-
ジェネリック
医薬品転換促
進

【目的】医療費(薬剤費)の抑制
【概要】対象者にジェネリック医薬品転換通知を送付し転
換促進を啓発

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 0 3年間で3回、29,900名に差額通知を送
付

差額を300円から100円に対象を拡大、
転換率目標70%を達成 転換率目標80%に向けた施策 5

- 柔整医療費抑
制

【目的】柔整医療費の抑制
【概要】柔整の長期連続受診者に受診履歴を送付し適正受
診を啓発

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 0
啓発文書の対象者を「30ヶ月以上」→
「18ヶ月以上」→「12ヶ月以上」に拡
大して、1,320名に送付

・初診者への啓蒙文書送信を開始(平成
28年度〜)
・平成29年度は平成26年度と比較して
、
支払金額で、24百万/年(18%)
支払件数で、5,100件/年(14%)削減でき
た

- 4

予
算
措
置
な
し

-
セキスイ・ヘ
ルスサポート
・ネットワー
ク(ＳＨＮ)の構
築

【目的】安全衛生管理体制構築の支援
【概要】外部委託による産業医のネットワークを活用し、5
0人未満の事業所への産業医サービス(就業判定)を提供する

被保険者 一部の
事業所 男女

18
〜
64

全員 0 産業医の配置と就業判定の実施 委託業者と連携して実施 就業判定の85%実施 4

-
ストレスチェ
ックのＷｅｂ
による実施

【目的】ストレスチェック実施の支援
【概要】法令で事業所に義務化されたストレスチェックを
健保が事務局となり実施する

被保険者 全て 男女
18
〜
64

全員 0 健保ホームページからストレスチェッ
クを６月から８月に実施 健保が事務局となり事業所を支援 受検率の向上 4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

健康診断(現役社員) 生活習慣病の早期発見、早期治療 被保険者 男女
18
〜
64
受診率(平成28年度)は、
定期健診(35歳未満)99.5%
成人病健診(35歳以上)99.6%

健保と協働で実施 【課題】海外赴任者の健康診断受診状況把握 有

メンタルヘルス対
策

メンタルヘルス罹患者削減のため、管理職以上にラインケア研修を
実施。 被保険者 男女

18
〜
64
特定の事業所で実施 管理監督者の役割、対応の仕方を研修 【課題】全従業員によるセルフケアの実施 有

復職支援プログラ
ム

メンタルで休職していた従業員の復帰支援として、産業医、人事部
、上司と本人と面談の上復帰の是非を判断する。 被保険者 男女

18
〜
64
メンタル不調者復職発生の都度 復職後の産業医面談を継続 【課題】復職後の産業医面談を全事業所で実施 無

禁煙対策 喫煙者の減少と従業員の健康増進のため特定の事業所で実施 被保険者 男女
20
〜
64
・禁煙マラソンを期間を定めて毎年実施
・喫煙所の縮小 産業医によるニコチンパット処方を実施 【課題】参加者の拡大及び意識の向上 無

海外赴任のための
予防接種(ワクチン) 海外赴任者の予防接種を厚生省のガイドラインに基づいて実施 被保険者 男女

18
〜
64
海外赴任者全員に、厚生省が指定するすべての
予防接種を実施 費用は会社負担で実施 - 無

インフルエンザ予
防接種の補助 従業員の健康維持と業務への支障回避として費用を補助 被保険者 男女

18
〜
64
特定の母体企業にて実施
年間20,000人

各事業所から予防接種者数やインフルエンザ罹
患者数を報告してもらい見える化した。 【課題】グループ会社での接種率向上 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 被保険者・加入者の人数構成と医療費の状況 加入者構成の分析 -

イ 健康診断の項目と受診率 その他 -

ウ 特定健診受診率と特定保健指導（健保連平均との比較） 特定保健指導分析 -

エ 40歳以上の健康診断結果 特定健診分析 -

オ 重症化予防 健康リスク分析 -

カ 健康ナビ 健康リスク分析 -
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キ ストレスチェック その他 -

ク ヘルスアップ教室 その他 -

ケ セキスイヘルスサポートネットワーク（SHN） その他 -

コ ジェネリック置換状況 後発医薬品分析 -

サ セキスイ健康保険組合ホームページ その他 -
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ア．被保険者・加入者の人数構成と医療費の状況 
   

【加入者の年齢層別人数構成】 【 被保険者の年齢層別人数構成 】 

8,000 6,000 4,000 2,000 0

男性

一般 特退 任継

（人）

0 2,000 4,000 6,000 8,000

00-04

05-09

10-14

15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

女性

一般 特退 任継

被保険者 51,943

(41,012:37,565/2,967/480) (10,931:10,816/58/57)

※（）内の値は性別の「合計：一般/特退/任継」の人数

（人）

（年齢階層）

8,000 6,000 4,000 2,000 0

男性

被保険者・一般 被保険者・特退 被保険者・任継

被扶養者・一般 被扶養者・特退 被扶養者・任継

（人）

0 2,000 4,000 6,000 8,000

00-04

05-09

10-14

15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

女性

被保険者・一般 被保険者・特退 被保険者・任継

被扶養者・一般 被扶養者・特退 被扶養者・任継

加入者 108,277

(58,971:55,247/3,149/575) (49,306:46,305/2,549/452)

※（）内の値は性別の「合計：一般/特退/任継」の人数

（人）

（年齢階層）

女性 37.4歳

平均年齢

被保険者 43.6歳

男性 45.2歳

【 被保険者の年齢構成変化と年齢別１人当の医療費 】 【 被保険者１人当り医療費 】 

32 35 

59 62 

31 31 

18 19 

0

30

60

90

120

150

健保連 セキスイ 

歯科 

調剤 

外来 

入院 

【 課題 】 
 

＊高齢化に伴い、従来より医療費は増加 

  している。 
＊被保険者の医療費が健保連と比較して     

 高い 

 

➡ 医療費の増加抑制の為のさらなる 

  対策が必要 

2016年度 2016年度 

2016年度 

10



   

イ.健康診断の項目と受診率  
   
【 健康診断項目 】 【 健康診断受診率 】 

【 がん検診受診率の推移 】 

99.5% 
99.6% 

99.0%

99.5%

100.0%

2015年度 2016年度 

被保険者 

42.4% 
42.6% 

42.0%

42.5%

43.0%

2015年度 2016年度 

被保険者以外 35歳未満 35歳以上

ｾｷｽｲ定期健診 ｾｷｽｲ成人病検診

診察 ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

 胸部レントゲン ○ ○ ○

○ ○ ○

〇 〇

〇 ○ ○

○ ○

膵機能 ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

ＨＣＶ抗体 ○※35歳到達時のみ

 眼  底 ○

 心電図 〇 ○

 胃部レントゲン   ○

 腹部エコー ○

 便潜血反応 ○

 ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨまたは乳房ｴｺｰ(乳がん) ○

 子宮頸部細胞診(子宮頸がん)　 ○

肝機能

脂質

腎機能

血液一般

検  査  項  目 法定健診

計測

 尿検査

【 課題 】 
＊「職域におけるがん検診に関するマニュアル」より受診間隔が短い。 

  また子宮頸がんは35歳以上で実施となっている。 
＊被保険者以外の実施率が伸びない（健診実施周知不足、リテラシーの不足） 
➡ 被保険者の健診制度の見直し、被保険者以外の健康診断周知の工夫 

被保険者：35歳以上 
被保険者以外：35歳または40歳以上 

被保険者 93.4% 93 .4%

被保険者以外 41.6% 41 .8%

全体 75.5% 75 .9%

被保険者 91.2% 91 .1%

被保険者以外 41.6% 41 .8%

全体 69.8% 70 .2%

被保険者 90.8% 91 .3%

被保険者以外 36.0% 35 .5%

全体 67.1% 67 .7%

被保険者 84.6% 94 .2%

被保険者以外 35.8% 36 .1%

全体 45.8% 47 .8%

被保険者 76.0% 84 .5%

被保険者以外 33.4% 33 .2%

全体 42.2% 43 .5%

子宮

2015年度 2016年度

肺

大腸

胃

乳房

項目 区　分
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ウ.特定健診受診率と特定保健指導の状況 
  

【年齢階層別特定保健指導実施率（被保険者）】 

【 課題 】 
 

＊特定保健指導実施率が健保連より低い（特に動機づけ） 
 

➡被保険者の保健指導に関しては、セキスイでは「重症化予防」を主に実施 

  している為、 重症化予防選定基準の見直しが必要。 

  

2016年度 

97.1 
97.4 

96.8 

97.6 
98.3 

95

96

97

98

99

100

2012 2013 2014 2015 2016

特定健診受診率 

25.3 
25 

24.6 24.7 24.5 

24

25

26

27

2012 2013 2014 2015 2016

特定保健指導該当者率 
【 ％ 】 

39.9 40.2 

42.8 

12.9 
16.5 

10

15

20

25

30

35

40

45

2012 2013 2014 2015 2016

特定保健指導実施率 
【 ％ 】 

【 ％ 】 
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エ.40歳以上の健康診断結果 
 
【 有所見率 】 単位：％ 【 メタボリックシンドローム該当者・予備軍群】 

【 課題 】 
 
＊有所見率は、肥満・血糖・肝機能が健保連平均より高い 

＊メタボリックシンドローム・予備群ともに全年齢健保連平均より高い 

＊食習慣・喫煙率は、健保連平均よりリスクが高い 
 

➡ 重症化を予防するために、保健指導対象基準値や対象年齢の見直しが必要 

  （重症化予防・健康ナビの見直し）。 

  事業所で現状を把握してもらう（見える化）とともに、健康教室等を活用し、生活習慣の 

  改善活動を実施し、個人・事業所のヘルスリテラシーの向上を図る必要がある。 

   

【 問診項目におけるリスク 】 単位：％ 【 喫煙率 】 

36.7% 35.7% 35.5% 35.0% 33.9% 

30.0%

35.0%

40.0%

2012 2013 2014 2015 2016

単位：％ 
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オ.重症化予防 
  

1 

【 健診受診者からみた面接対象者率と重症化予防の危険因子別人数 】 

【 治療勧奨者数と受療率 】 

目的： 脳血管・心疾患の予防 
目標： ①脳血管・心疾患新規発症ゼロ  ②要治療者への治療勧奨（継続治療の勧め）  ③（特定保健指導実施率対策） 
      【 選定基準 】 

35歳以上＋以下の危険因子の該当が3つ以上 

 

①喫煙者 

②BMI 

③血糖（空腹時血糖・HbA1ｃ） 
④血圧 

⑤脂質（LDL・TG・HDL） 

【 課題 】 
 
＊面接実施率は増加したが、未実施の中には事業所理由で未実施と 

  なっているところがある為、対策が必要。 

＊保健指導時に治療勧奨した人の受療率が低い 
   

 ➡ 事業所への協力依頼とリテラシーの向上を図る情報発信 

    受療率を上げる為の対策（個人、事業所への働きかけ） 
   

14



   

カ．健康ナビ 
  

1 

【 選定基準 】 
【治療勧奨者数と受療率】 

68.7% 

56.4% 

30.0%

50.0%

70.0%

90.0%

2015年 2016年 

39.0% 40.0% 

10.0%

30.0%

50.0%

2015年 2016年 

【生活習慣とBMIが維持または改善した人の割合】 【6ヵ月後アンケート回収率】 

目的： 脳血管・心疾患の予防（重症化予防予備群対策） 
目標： 40歳到達前に生活習慣を改善する 
      

1.35歳以上で 腹囲男性85㎝以上 女性90㎝以上 

 

2.以下危険因子1~2つ該当する者 

 ①喫煙者 

 ②BMI 

 ③血糖（空腹時血糖・HbA1ｃ） 
 ④血圧 

 ⑤脂質（LDL・TG・HDL） 

【 課題 】 
 

＊受療率が低い 

＊6か月後の生活習慣に関するアンケートの 

  回収率の低下 

  

 ➡ 受療率やアンケートの回収率の増加を図る    

    為の個人や事業所への働きかけが必要 

 

 

【 面接指導の実施率 】 

86 

35 

19.8% 

14.3% 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0

20

40

60

80

100

2015年 2016年 

治療勧奨値数 

受療率 
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キ.ストレスチェック 
     

42,279  44,500  

82.2% 

88.2% 

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2016年 2017年 

受検者数 

実施率 

【ストレスチェック受検者数および実施率】 

【 残業時間と総合健康リスク 】 【 職務の種類と総合健康リスク 】 

0～10 
11～

20 
21～

30 
31～

40 
41～

50 
51～

60 
61～

70 
71～

80 
81～ 

人数 11631 7779 8869 7500 5421 1834 503 381 316

2017年 88 94 94 96 101 106 114 112 118

2016年 89 93 93 96 101 104 104 108 108

80

90

100

110

120

0
2000
4000
6000
8000

10000
12000
14000

人数 2017年 2016年 

管理職 
専門技

術職 
事務職 

営業販

売職 

生産工

程・労務

職 

その他 

人数 9067 7508 9115 9572 5476 3550

2017年 89 97 95 88 109 95

2016年 90 98 93 89 109 97

80
85
90
95
100
105
110
115

0
2000
4000
6000
8000

10000
12000

【メンタルヘルス疾患の年齢郡別有病者数（被保険者）】 

【 課題 】 
＊労働者のメンタル不調を未然に防止する為に今後も現状を見える化するとともに、集団分析や職場環境改善活動を取り組めるよう情報提供していく必要がある。 

    

   ➡実施支援の継続と現状を見える化し、情報提供していく。 
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ク.ヘルスアップ教室 
    

53 50 47 55 栄養教室, 53

24 26 31
30

運動教室, 7018
40 44

45
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【 課題 】 
＊33地区中19地区で実施。 
 参加人数上位地区では、同じ事業所が複数回実施 
 している。 

 
 ➡健康教室を幅広く実施してもらえるよう回数等の制度 

   の見直しが必要 

 

地区名 参加人数 地区名 参加人数 地区名 参加人数 地区名 参加人数

第１位 京滋 668 京滋 706 京滋 772 京滋 893

第２位 近畿Ａ 430 東京Ｂ 655 近畿Ａ 507 近畿Ａ 765

第３位 近畿Ｂ 316 近畿Ａ 544 近畿Ｂ 297 近畿Ｂ 736

第４位 九州中 248 近畿Ｂ 306 四国東 231 北海道 361

第５位 甲信 223 九州中 213 北海道 219 四国西 287

第６位 東京Ａ 171 群馬 173 東京Ｂ 198 東京Ｂ 220

第７位 山陰 165 山陰 172 山陰 138 茨城西 166

第８位 群馬 157 甲信 147 東北中 128 四国東 162

第９位 東北中 127 四国西 129 中国西 112 東京A 159

第１０位 九州南 119 東北中 111 九州東 105 東北中 147

２０１７年度

地区別　参加人数推移（上位１０地区）
（単位：人）

２０１５年度 ２０１６年度
順位

２０１４年度
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ケ.セキスイヘルスサポートネットワーク（SHN） 
     

【登録事業所数/就業判定実施状況】 

【 課題 】 
＊ＳＨＮに加入してもらうことで、就業判定や高ストレス者の面談等、50人未満の事業所の産業保健支援を実施できる 

 環境は整っているものの、就業判定を実施した事業所が100％までいかなかった。地域産業保健センターで実施したという 

 事業所も中にはある為、就業判定の実施状況を把握し、未実施事業所がないよう支援していく必要あり。 
 

  ➡ 就業判定100％実施に向けた支援体制の構築 
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 コ．ジェネリック置換状況 
 

１．ジェネリック数量比率  調剤レセのみ ２．ジェネリック転換額累計 

＜Ｈ２０１２～２０１８年度累計＞ 

通知人数 転換人数 効果額 転換率
第１回（73ヶ月） 6,125 4,476 178,971 73.1%

第２回（65ヶ月） 3,974 2,646 47,969 66.6%

第３回（63ヶ月） 3,016 2,120 16,815 70.3%

第４回（58ヶ月） 8,702 6,407 101,572 73.6%

第５回（46ヶ月） 10,550 8,099 85,966 76.8%

第６回（36ヶ月） 10,981 8,636 78,411 78.6%

第７回（23ヶ月） 9,308 7,138 41,964 76.7%

第８回（7ヶ月） 9,616 5,695 16,560 59.2%

合　計 62,272 45,217 568,228 72.6%

【 課題 】 
＊差額通知の差額を下げることで76.2％まで数量比率が上昇した。今後の被保険者・加入者の年齢構成や医療費をみても 

  医療費を抑制していく為に、現状の維持、経過をみて新たな対策が必要。 
 

 ➡現状の維持 

 

国の目標（2020年9月 80%） 

新基準 

19



   

サ.セキスイ健康保険組合ホームページ 
     

【 訪問者数推移 】 【 担当者ページの登録数 】 

【 課題 】 
＊工夫をすることで訪問数、担当者ページの登録数は増加している。今後は、健康管理システム等様々な事業を行うにあたり常に最新の情 

 報を見て、知ってもらい事業所または個人に取り組んでもらうあるいは協力してもらう必要がある。その為、ホームページや健康管理システ 

 ムを活用し、利便性の向上を図りながら訪問者数の増加を図っていく。 
 

 ➡ 事業所の担当者  ：  ホームページの工夫する。 

    被保険者 ： SSPの活用  

 

【 人 】 

※7月開始 
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

①一人当たりの医療費は年々増加傾向
②被保険者の一人あたりの医療費が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病予防が重要となるが、健保連と比較して肥
満、血糖、肝機能のリスク該当者が高い状況である。また、生活習慣病を未
然に防ぐために生活習慣の改善は重要であるが、食習慣、運動習慣、喫煙は
健保連平均と比較して悪く、運動も改善の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状を維持できるように、加入者へ情報提供し
ていくとともに、セルフメディケーションの活用を支援していく。

 医療費抑制の為の対策 
・重症化予防の継続
・健康ナビの継続
・ヘルスアップ教室の継続
・後発品薬転換促進の継続
・薬剤斡旋の継続



2

①地域により健診機関に不公平感がある
②「職域におけるがん検診に関するマニュアル」よりがん検診の受診間隔が
短い
現役の健康診断実施率は99.5％以上であるが、100％には届いていない。健
康管理をしていく上でまず健康診断を受けてもらうことが重要であり、100
％になるよう従業員・事業所の健康意識を高める対策を考えていく必要があ
る。
健診機関で実施できる健診内容等に地域格差があること、「職域におけるが
ん検診に関するマニュアル」よりがん検診の受診間隔が短いことから、健康
診断制度の見直しが必要である。

 ・健診制度の見直し
　（年齢、項目、受診間隔）
・健康管理事業の再構築
・健康管理システムの活用（SS21,BI、SSP）
・情報提供（HP,ヘルシーライフ、ヘルスアップレポート）



3
①現役以外の実施率が伸びない（健診実施周知不足、リテラシー不足）
アンケートの結果から原因として周知不足があがった。ヘルシーライフ等で
情報提供するだけでなく、事業所・被保険者に協力を得て周知方法を工夫し
ていく必要あり。

 ・現役以外の健康診断周知の工夫
（事業所、被保険者に協力を得る、ポスターの掲示）
・情報提供（HP,ヘルシーライフ、ヘルスアップレポート）



4

①特定保健指導該当者が減少しない
②特定保健指導実施率が健保連より低い（特に動機づけ）
③被扶養者の特定保健指導実施率が低い
被保険者の特定保健指導については、「重症化予防」の中で実施しているの
で対象者の選定基準の見直しが必要。
現在希望者のみ外部委託先で実施している。実施結果の報告をもらい、評価
、見直しをしていく必要がある。

 ・重症化予防の基準値等の見直し
・外部委託先の結果報告をうけて、評価、見直しが必要

ア，エ，ク，
コ

イ，サ

イ，サ

ウ
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5

①肥満・血糖・肝機能が健保連平均より高い
②メタボリックシンドローム・予備群ともに全年齢健保連平均より高い
③食習慣・喫煙率は年齢別にみても40歳以上から健保連平均より高い
④一部の事業所で未実施
⑤要治療者の受療率が低い
⑥特定保健指導実施率が健保連より低い（特に動機づけ）
重症化予防の選定基準の1つである「血糖」のリスク保有者が健保連平均よ
り高く、早期に対応する為に、基準値を見直ししていく必要がある。またヘ
ルスリテラシーの低く、多忙等を理由に保健指導が未実施であったり、保健
指導時に受診勧奨しても3割しか受療していない為、個人や事業所へ現状を
見える化、情報発信していくことでヘルスリテラシーの向上を図る。
重症化予防の該当者の中で特定保健指導を実施していたが、コースの複雑さ
から終了者が少ない状況であった為、コース分類方法を見直し、実施してい
く必要がある。

 ・重症化予防の見直し
　（選定基準値、コース分類、優先順位）
・事業所への現状の見える化
（SS21、BIの活用、ヘルスアップレポートの配布）
・個人への現状の見える化
　（SSPの活用）
・事業所、個人への協力依頼と情報発信
　（受療勧奨通知、HP,ヘルシーライフ）



6

①肥満・血糖・肝機能が健保連平均より高い
②メタボリックシンドローム・予備群ともに全年齢健保連平均より高い
③食習慣・喫煙率は年齢別にみても40歳以上から健保連平均より高い
④受療率が低い
⑤アンケート回収率の低下
健康ナビの選定基準の1つである「血糖」のリスク保有者が健保連平均より
高く、早期に対応する為に、基準値を見直ししていく必要がある。また、生
活習慣をみるとすでに40歳から健保連平均より高く、重症化を予防し、生活
習慣を改善していく為には若年層からの介入が必要。その為対象年齢
を見直していく必要がある。アンケートについては、現在紙で実施している
為、実施しやすいように実施方法を工夫していく必要がある。

 ・健康ナビの見直し
（対象年齢、選定基準、コース分類、優先順位、SSPを活用
したアンケートの実施）
・事業所への現状の見える化
（SS21、BIの活用、ヘルスアップレポートの配布）
・個人への現状の見える化
　（SSPの活用）
・事業所、個人への協力依頼と情報発信
　（受療勧奨通知、HP,ヘルシーライフ）



7
実施状況を見える化していくことで、事業主と協力して実施率は9割近くま
で上昇。
労働者のメンタル不調を未然に防止する為に、今後も現状を見える化してい
くとともに、事業所が集団分析や職場環境改善活動に取り組めるように情報
提供していく。

 ・実施支援の継続
・集団分析や職場環境改善に関する情報提供 

8

①食習慣・喫煙率は年齢別にみても40歳以上から健保連平均より高い
②決まった事業所が複数回実施
生活習慣病を未然に防ぐために生活習慣の改善は重要であるが、食習慣、喫
煙は健保連平均と比較して悪く、改善の為の取り組みが必要である。
生活習慣を改善する為の取り組みの1つとして、ヘルスアップ教室があり、
実施回数は増えているものの、決まった事業所が複数回実施しているのが現
状である。多くの事業所が実施できるように制度の見直しが必要。また、よ
り事業所で健康の維持・増進および健康リテラシーの向上を図れるよう対策
を考えていく必要がある。

 ヘルスアップ補助制度の新設
・健康教室に加えて、新たに禁煙等のイベント実施の
　費用の一部補助をする
・多くの事業所が実施できるように実施回数の設定
・ヘルシーライフ、HP等で新制度の周知



ウ，エ，オ

エ，キ

キ

エ，ク
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9
50人未満の事業所でSHNへの加入希望事業所に対して産業保健支援を実施
しているが、就業判定実施率は100％にいたっていない。SHNに加入してい
るが、地域産業保健センター等を利用して就業判定を実施している事業所も
ある為、実施状況を把握していく必要がある。

 健康管理システムを使用し、就業判定の実施するとともに就業判定の実
施状況を把握する。

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 大規模な健保組合であり、母体企業が4社あるため、健康管理に関する課題の共有化が難しい
。  コンプライアンス、リスクマネジメント、CSRの観点から、事業主の産業医・産業保健

スタッフと協働した安全衛生管理体制を構築する。
2 事業主の拠点が全国に点在しており、安全衛生管理体制が未整備で50人未満の小規模な事業

所が多い。  全国に点在する従業員全員に対して、効率的・効果的に働きかけるため、産業保健にお
ける健康管理システムを活用して健康管理ができるよう支援していく。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 事業主と協働した保健事業への取組が遅れている。  「事業主との協働事業」と「産業保健支援事業」の観点から保健事業を策定する。

2 従業員向け健康情報等の発信が不十分。  健康意識の低い従業員に対して健康リテラシーを向上すべく、健康情報をICTを活用する
。

3 現役本人の特定保健指導該当率が毎年20%前後で減少しない。  ・非肥満などで特定保健指導対象外に対する保健指導を実施する。
・40歳未満の生活習慣病リスク者への保健指導を継続する。

ケ
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　事業所健康度の可視化（ヘルスアップ・レポートの配布）
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌ヘルシーライフの発行
　保健指導宣伝 　ホームページの提供
　保健指導宣伝 　後発医薬品転換促進
　疾病予防 　従業員へのWebによる健康情報の提供
　疾病予防 　ヘルスアップ補助制度の新設
　その他 　柔整医療費の抑制
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診(現役社員)
　特定健康診査事業 　特定健診(主婦・退職者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導(現役社員)
　特定保健指導事業 　特定保健指導(主婦・退職者)
　疾病予防 　健康診断(現役社員)
　疾病予防 　健康診断(主婦・退職者)
　疾病予防 　重症化予防面接指導の実施
　疾病予防 　健康ナビの実施
　疾病予防 　健康管理システムの導入
　疾病予防 　慢性腎臓病（CKD）重症化の予防（旧糖尿病重症化予防(前期高齢者)の実施）
　疾病予防 　メンタルヘルス対策の実施（旧：ストレスチェックの実施支援）
　疾病予防 　健康電話相談の提供
　疾病予防 　口腔ケアの推奨
　予算措置なし 　ｾｷｽｲ・ﾍﾙｽｻﾎﾟｰﾄ・ﾈｯﾄﾜｰｸ(ＳＨＮ)の提供
　予算措置なし 　薬剤斡旋の実施
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
コラボヘルスの強化と保健事業の拡充

事業全体の目標
1.重症化予防面接指導の実施率向上
2.健康ナビの対象者拡大
3.健康管理システムの導入と活用
4.現役健診制度の見直し
5.主婦・退職者健診の受診率向上
6.健康リテラシーの向上（加入者、事業所）
7.継続事業の成果アップ
8.新規保健事業の立上げ
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職場環境の整備
- - - - - -

疾
病
予
防

2 既
存

事業所健康度
の可視化（ヘ
ルスアップ・
レポートの配
布）

全て 男女
18
〜
70

被保険
者 １ シ

事業所の健康課題を認識
させ、必要な健康づくり
活動を推進するため、事
業所の健康状態や健康管
理の実施状況を可視化し
た「ヘルスアップ・レポ
ート」を作成、配布

ア -
・2017年度レポート（紙
）を作成・配布
・Ｗｅｂ化検討

・レポートの一部システ
ム化の検討
・Ｗｅｂ化開始

継続
健康づくり活動を推進す
るため、へルスアップ・
レポートに健康課題に対
する具体的な対策を明記
する。　　

事業所ごとに、ヘルアッ
プ指標に基づくランキン
グを公表する。

すこやかサポート21のシ
ステム上で、ヘルアップ
レポートが確認できるよ
うにする。

・事業所の健康リテラシー向上
・ヘルスアップ教室の実施により特定健診
問診結果の改善

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。

現状把握の理解度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：
100％)レポート配布先の事業所が、健康度の現状を把握し理解できたかをアンケート調査により把握する。
事業所の現状（課題）把握ができた、という回答割合100％を目標

健康づくり活動実施事業所数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-事業所　令和元年度：-事業所　令和2年度：-事業所　令和3年度：100事業所　令和4年度：200事業所　令和5年度：300事業所)健康づくり活
動（健康教室等）を実施した事業所数を把握

加入者への意識づけ
4,500 4,600 4,700 4,800 4,900 5,000

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

機関誌ヘルシ
ーライフの発
行

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ス

加入者の健康リテラシー
向上のための情報、健保
の運営、収支、保健事業
等の情報を掲載した機関
誌を発行(2回/年)

ス - 事業所訪問コーナーの新
設 健康リテラシーの向上 継続 Webで機関紙を見てもら

えるようHPを工夫する。
機関誌のコンテンツを充
実する。

アンケート調査等により
効果把握を行い、次期DH
Pに向けた検討を行う。

・加入員の健康リテラシー向上
・保健事業の情報提供を年1回以上掲載
・現役社員の自宅への持ち帰り率向上
・Ｗｅｂアクセス数のカウント

①現役以外の実施率が伸びない（
健診実施周知不足、リテラシー不
足）
アンケートの結果から原因として
周知不足があがった。ヘルシーラ
イフ等で情報提供するだけでなく
、事業所・被保険者に協力を得て
周知方法を工夫していく必要あり
。

加入者の認知度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0％　令和元年度：500％　令和2年度：600％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：100％)加入
者にアンケート調査を行い、機関誌の認知しているか、機関誌を読んでいるかを把握する。 加入者の満足度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：80％)アンケート調査により、機関誌に対する満足度を把握する。

500 550 600 650 700 750

2,5,6 既
存

ホームページ
の提供

母体企
業 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ,ス

加入者が活用しやすいよ
うホームページに工夫を
して、健保情勢、制度改
正、保健事業の情報をタ
イムリーに提供

ス - ・問い合わせ機能の新設
・企画の内容充実 企画の内容充実 継続

ホームページのトップ画
面で、探したい項目が見
つけやすくなるような工
夫を行う。　　

ホームページのコンテン
ツを充実するとともに、
誘導する仕掛けを検討、
実施する。

アンケート調査等により
効果把握を行い、次期DH
Pに向けた検討を行う。

・健康リテラシーの向上
・全従業員への健康情報コンテンツ提供(ア
クセス数7,500件以上)

①現役以外の実施率が伸びない（
健診実施周知不足、リテラシー不
足）
アンケートの結果から原因として
周知不足があがった。ヘルシーラ
イフ等で情報提供するだけでなく
、事業所・被保険者に協力を得て
周知方法を工夫していく必要あり
。

加入者の認知度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：5,000％　令和元年度：5,500％　令和2年度：6,000％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：100
％)加入者へアンケート調査により、ホームページの認知度を把握する。
中間見直し前のアウトプットは、Webアクセス数7,500件を目標。

加入者の満足度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：80％)2022年度末実施予定のアンケート調査により、ホームページ
の使い勝手や、内容に対する満足度を把握する。

- - - - - -

2,7 既
存

後発医薬品転
換促進 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

対象者にジェネリック医
薬品転換通知を送付し転
換促進を啓発

ス - - - - 差額通知を送付する 継続 継続 医療費(薬剤費)の抑制

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。

差額通知の100％送付(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)
差額通知の送付該当者に必ず100％通知書を郵送する。

後発薬剤数量比率80%超(【実績値】71％　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：80％　令和4年度：82％　令和5年度：85％)国の取り決めした目標値80％超を達成すると
ともに、さらに上積みして85％目指す。
令和2年度11月現在、80.3％。

- - - - - -

予
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目

注1)
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新
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注3)
プロセス

分類
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注4)
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チャー
分類

実施体制
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事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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疾
病
予
防

2,3,4,
5

新
規

従業員へのWe
bによる健康情
報の提供

全て 男女
18
〜
70

被保険
者 ３ エ

従業員の健康意識を高め
、自発的な健康の維持・
増進行動を促すため、Ｉ
ＣＴ（すこやかサポート
パーソナル、以下SSP）を
活用した個別的な健康情
報を提供

ア,ス -

・健康管理システムの開
始
・健康管理システムのパ
ーソナル機能（ＳＳＰ）
の開始
・担当者勉強会で健康管
理システムの周知
・機関誌、ホームページ
での周知

・健康管理システムのパ
ーソナル機能（ＳＳＰ）
の改善
・個別的健康情報の提供
開始
・登録率向上案の策定

・健康管理システムのパ
ーソナル機能（ＳＳＰ）
の改善
・登録率向上案の策定
・内容の充実

SSP登録キャンペーンを実
施するとともに、従業員
の生活習慣改善に役立つ
個別的健康情報を提供す
る。

SSPのコンテンツの充実を
図り、SSP登録をすすめる
。

問診票により生活習慣の
改善傾向を把握し、その
結果に基づいて次の施策
の検討を行う。

・従業員の健康意識を高め、自発的な健康
維持・増進行動を促す
・パーソナル機能（ＳＳＰ）の登録率80%
以上

①現役以外の実施率が伸びない（
健診実施周知不足、リテラシー不
足）
アンケートの結果から原因として
周知不足があがった。ヘルシーラ
イフ等で情報提供するだけでなく
、事業所・被保険者に協力を得て
周知方法を工夫していく必要あり
。

SSPの利用頻度（アクセス数）(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50.0アクセス　令和元年度：60.0アクセス　令和2年度：70.0アクセス　令和3年度：20,000
アクセス　令和4年度：35,000アクセス　令和5年度：50,000アクセス)現役従業員ごとのポータルサイト（SSP)の登録促進を進め、健診結果や健康情報を提供して
、アクセス数を向上させる。

健診検査数値の改善(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-Hu　令和元年度：-Hu　令和2年度：-Hu　令和3年度：1Hu　令和4年度：1Hu　令和5年度：1Hu)40歳以上の健診における検査数値が改善傾向にあるか
を把握する。
検査数値によって面接指導対象者を４カテゴリーに分けて、その間の推移（改善・悪化）を指数化する、単位Hu（health-up）。

- 生活習慣の改善(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-Hu　令和元年度：-Hu　令和2年度：-Hu　令和3年度：1Hu　令和4年度：1Hu　令和5年度：1Hu)40歳以上の健診時の問診票より、経年の生活習慣（食事、
運動、喫煙、飲酒、睡眠）の回答を指数化（プラスが改善、マイナスが悪化）することで改善傾向を把握。単位Hu（health-up）。

6,000 6,200 6,400 6,600 6,800 7,000

5 新
規

ヘルスアップ
補助制度の新
設

全て 男女
18
〜
70

被保険
者 ３ ケ,シ

事業所の健康度及び従業
員の健康リテラシーの向
上を図るため、事業所が
行う健康づくり活動の実
施費用に補助を実施

ア,コ,サ -

・補助金額の年度枠設定
・健康教室・イベントの
実施
・健康管理委員会での新
制度の周知
・機関誌、ホームページ
での新制度の周知

・補助金額の年度枠設定
・健康教室・イベントの
実施

継続
アンケートよりニーズの
高い健康教室を、健保主
催のオンライン健康セミ
ナーとして実施する。

健保主催のオンライン健
康セミナーを定着させ、
参加者増を図る。

アンケート調査等により
効果把握を行い、次期DH
Pに向けた施策の検討を行
う。

・従業員の健康維持・増進および健康リテ
ラシーの向上
・実施事業所　250事業所以上（参加人数
6,000人以上）
・特定健診問診の運動の実施率　70％/以上
・喫煙率　28.5％以下

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。

健康教室の参加人数(【実績値】4,400人　【目標値】平成30年度：4,500人　令和元年度：4,800人　令和2年度：5,100人　令和3年度：4,000人　令和4年度：4,500
人　令和5年度：5,000人)新型コロナ対策として3密を避けるため、オンラインセミナーを活用しながら、参加人数を向上させる。 参加者の満足度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：80％)健康教室ごとにアンケート調査を行い、その集計から参加者

の満足度を把握する。

- - - - - -
そ
の
他

8 既
存

柔整医療費の
抑制 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

柔整の長期連続受診者等
に受診履歴を送付し適正
受診を啓発

ス - - - -
柔整の長期連続受診者・
初心者へ適正受診の啓発
文書を送付する。

継続 継続 長期連続受診者の抑制
柔整医療費の適正化

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

該当者へ啓発文書100％送付(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：
100％)柔整の長期連続受診者・初心者へ適正受診の啓発文書を必ず送付する。

新規長期連続受診者の抑制(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：230人　令和4年度：215人　令和5年度：200人)新たに連続受給者となった該当者へ啓発文
書を送付し、長期連続にならないようにする。
令和2年末現状、長期連続受診者248人（悪質17名）。

個別の事業
0 0 0 0 0 0

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診(現役
社員) 全て 男女

40
〜
70

被保険
者 ３ ス

事業主と協働で「現役社
員の健康診断(疾病予防)」
の一部として実施。
詳細は、「健康診断(現役
社員）」を参照。

キ 健保契約医療機関にて実
施 事業主と協働で実施 継続 継続 「健康診断（現役社員）

」参照
「健康診断（現役社員）
」参照

「健康診断（現役社員）
」参照 生活習慣病の重症化予防

①肥満・血糖・肝機能が健保連平
均より高い
②メタボリックシンドローム・予
備群ともに全年齢健保連平均より
高い
③食習慣・喫煙率は年齢別にみて
も40歳以上から健保連平均より高
い
④一部の事業所で未実施
⑤要治療者の受療率が低い
⑥特定保健指導実施率が健保連よ
り低い（特に動機づけ）
重症化予防の選定基準の1つである
「血糖」のリスク保有者が健保連
平均より高く、早期に対応する為
に、基準値を見直ししていく必要
がある。またヘルスリテラシーの
低く、多忙等を理由に保健指導が
未実施であったり、保健指導時に
受診勧奨しても3割しか受療してい
ない為、個人や事業所へ現状を見
える化、情報発信していくことで
ヘルスリテラシーの向上を図る。
重症化予防の該当者の中で特定保
健指導を実施していたが、コース
の複雑さから終了者が少ない状況
であった為、コース分類方法を見
直し、実施していく必要がある。

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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特定健診受診率(【実績値】98.3％　【目標値】平成30年度：99.0％　令和元年度：99.0％　令和2年度：99.0％　令和3年度：99.0％　令和4年度：99.0％　令和5年
度：99.0％)「健康診断(現役社員）」を参照

NO.1「健康診断（現役社員）」に記載のため
(アウトカムは設定されていません)

61,857 62,000 63,000 64,000 65,000 66,000

3

既
存(

法
定)

特定健診(主婦
・退職者) 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者,
特例退
職被保

険者

１ ス
希望者に対して「主婦・
退職者の健康診断(疾病予
防)」の一部として実施。
詳細は、「健康診断(主婦
・退職者）」を参照。

キ 健診業務外部委託業者契
約の健診機関にて実施

・未受診者への電話・は
がきによる受診勧奨の実
施
・被扶養者(現役社員の奥
様)については、被扶養者(
現役社員)からの受診勧奨
を実施
・被扶養者(現役社員の奥
様)の受診率がよくない事
業所については事業主経
由での受診勧奨を実施

継続 継続 「健康診断(主婦・退職者
）」を参照

「健康診断(主婦・退職者
）」を参照

「健康診断(主婦・退職者
）」を参照 生活習慣病の重症化予防

①現役以外の実施率が伸びない（
健診実施周知不足、リテラシー不
足）
アンケートの結果から原因として
周知不足があがった。ヘルシーラ
イフ等で情報提供するだけでなく
、事業所・被保険者に協力を得て
周知方法を工夫していく必要あり
。

多様な受診勧奨策の実施(【実績値】48.0回　【目標値】平成30年度：50.0回　令和元年度：51.0回　令和2年度：52.0回　令和3年度：5回　令和4年度：5回　令和5
年度：5回)アウトプットは見直し。詳細は、「健康診断(主婦・退職者）」を参照。
H30年度〜R2年度までは特定健診受診率（％）。

特定健診受診率の向上(【実績値】49.4％　【目標値】平成30年度：8.7％　令和元年度：8.5％　令和2年度：8.3％　令和3年度：50％　令和4年度：70％　令和5年度：90％)アウトカムは見直し。詳細は、「健康
診断(主婦・退職者）」を参照。
H30年度〜R2年度までは特定保健指導該当率。

22,000 23,000 24,000 25,000 26,000 27,000

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導(
現役社員) 全て 男女

40
〜
70

基準該
当者 ３ エ,オ,ク,ケ

,ス

メタボリック・シンドロ
ームの減少を目的に、①
重症化予防の面接指導の
一部として、健保契約保
健師にて実施、②該当者
へ案内を送付し、希望し
た者に対して、外部委託
業者がスマホ等を活用し
た遠隔保健指導にて実施
の2方法で展開する。

ア,イ,ウ,サ
,ス -

・「重症化予防面接指導(
疾病予防)」の中の特定保
健指導コースとして実施
・事業所経由での保健指
導未実施者へのアプロー
チ

継続 継続
スマホやタブレットの貸
し出しを実施し、遠隔特
定保健指導の実施率向上
を図る。

実施率の低い事業所へ事
業主から実施協力の要請
を行う。

完了率66％を目指し、対
象者個人あてに勧奨策を
実施する。

・生活習慣病の重症化予防
・特定保健指導実施率 22.0%以上
・特定保健指導該当率 24.0%未満

①特定保健指導該当者が減少しな
い
②特定保健指導実施率が健保連よ
り低い（特に動機づけ）
③被扶養者の特定保健指導実施率
が低い
被保険者の特定保健指導について
は、「重症化予防」の中で実施し
ているので対象者の選定基準の見
直しが必要。
現在希望者のみ外部委託先で実施
している。実施結果の報告をもら
い、評価、見直しをしていく必要
がある。

特定保健指導実施率（完了率）(【実績値】16.5％　【目標値】平成30年度：17.5％　令和元年度：18.5％　令和2年度：19.5％　令和3年度：30.0％　令和4年度：5
0.0％　令和5年度：66.0％)特定保健指導の実施率向上を目指して、事業主（事業所）、保健師・外部委託業者と健保との連携より中断や未実施を減らすことで、完
了率を向上。

特定保健指導該当率(【実績値】24.5％　【目標値】平成30年度：24.4％　令和元年度：24.3％　令和2年度：24.2％　令和3年度：24.1％　令和4年度：24.0％　令和5年度：24.0％)（中間見直しにより指標から削
除）

- 検査値悪化による重症化予防該当者の抑制(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：100人　令和4年度：60人　令和5年度：30人)特定保健指導対象者から検査
値悪化による重症化予防面接該当者になった人数を把握し、経年で減少するよう保健指導を強化する。

-
特定保健指導対象外になった人数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：19,800人　令和4年度：19,900人　令和5年度：20,000人)40歳以上の健診受診者のう
ち特定保健指導等になっていない人数の向上を図る。
2019年度で、30,168人中19,692人

600 620 640 660 680 700

4

既
存(

法
定)

特定保健指導(
主婦・退職者) 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 １ ス

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸ・ｼﾝﾄﾞﾛｰﾑの減少
を目的に、該当者へ案内
を送付し、希望した者に
対して外部委託業者にて
保健指導を実施

ス -
指導対象者向けの「特定
保健指導案内文書」の見
直し(希望者のみの実施の
ため)

継続 継続
スマホやタブレットを使
用した遠隔特定保健指導
をメニューに加えて、実
施率の向上を図る。

継続 継続
・生活習慣病の重症化予防
・特定保健指導実施率 8.0%以上
・特定保健指導該当率 8.2%未満

①特定保健指導該当者が減少しな
い
②特定保健指導実施率が健保連よ
り低い（特に動機づけ）
③被扶養者の特定保健指導実施率
が低い
被保険者の特定保健指導について
は、「重症化予防」の中で実施し
ているので対象者の選定基準の見
直しが必要。
現在希望者のみ外部委託先で実施
している。実施結果の報告をもら
い、評価、見直しをしていく必要
がある。

特定保健指導実施率（完了率）(【実績値】2.6％　【目標値】平成30年度：3.0％　令和元年度：4.0％　令和2年度：5.0％　令和3年度：4.0％　令和4年度：7.0％
　令和5年度：10.0％)特定保健指導の実施率向上を目指して、外部委託業者の追加により、面談方法を対面だけでなく、遠隔でも可能とし、未実施者を減らすとと
もに完了率を向上。

特定保健指導該当率(【実績値】8.8％　【目標値】平成30年度：8.7％　令和元年度：8.6％　令和2年度：8.5％　令和3年度：8.4％　令和4年度：8.3％　令和5年度：8.2％)（中間見直しにより指標から削除）

-
特定保健指導該当者数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：900人　令和4年度：850人　令和5年度：800人)特定保健指導を実施を徹底することで、該当者
数を減らし、非該当者を増やす。
2019年度で該当者930名。目標800名

1,395,027 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000
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事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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疾
病
予
防

3 既
存

健康診断(現役
社員) 全て 男女

18
〜
70

被保険
者 ３ イ,ウ

事業主との協働で、現役
社員に対して生活習慣病
の予防及び疾病の早期発
見、早期治療を目的とし
た、特定健診項目を含む
「セキスイ生活習慣病健
診」を年1回実施（事業主
負担8,000円/人)

キ 健保契約医療機関にて実
施

・健診制度の見直しの検
討開始
・事業所担当者向け勉強
会を開催して周知
・契約医療機関に新健診
制度開始に向けてアンケ
ートを実施

新健診制度の開始 新健診制度の改善
健康管理システムにて二
次検診の受診状況を把握
し、未受診者へ受診勧奨
を実施する。

がん検診の未受診者に、
個別の理由を確認して考
慮した上で、真の未受診
者を特定する。

次期DHP策定に向けて、
現行健診制度を見直す点
があれば見直す。

・疾病の早期発見・早期治療による医療費
の抑制
・一次健診受診率 99%以上

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。
①地域により健診機関に不公平感
がある
②「職域におけるがん検診に関す
るマニュアル」よりがん検診の受
診間隔が短い
現役の健康診断実施率は99.5％以
上であるが、100％には届いていな
い。健康管理をしていく上でまず
健康診断を受けてもらうことが重
要であり、100％になるよう従業員
・事業所の健康意識を高める対策
を考えていく必要がある。
健診機関で実施できる健診内容等
に地域格差があること、「職域に
おけるがん検診に関するマニュア
ル」よりがん検診の受診間隔が短
いことから、健康診断制度の見直
しが必要である。

二次検診の受診勧奨100％実施(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度
：100％)二次検診（再検査・精密検査）の管理として、健康管理システムを活用して、健診結果より二次検診対象者個人あてに受診勧奨するとともに、該当事業所
あてへ二次検診の受診状況を周知する。

健診検査数値の改善(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-Hu　令和元年度：-Hu　令和2年度：-Hu　令和3年度：1Hu　令和4年度：1Hu　令和5年度：1Hu)40歳以上の健診における検査数値が改善傾向にあるか
を把握する。
検査数値によって面接指導対象者を４カテゴリーに分けて、その間の推移（改善・悪化）を指数化する、単位Hu（health-up）。

がん検診の受診率の向上(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100
％)令和元年に、国の定めた「職域におけるがん検診のマニュアル」に則り、がん検診の受診を間隔、方法等を見直したことにより、
事業所において受診状況が把握しにくくなっているため、健保より未受診者に対して受診勧奨を行い、受診率向上を図る。

がん検診の精密検査の受診率の向上(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)がん検診にて要精密検査と判定さ
れた該当者が、検査を受診したか確認する。

263,650 270,000 290,000 310,000 320,000 340,000

3 既
存

健康診断(主婦
・退職者) 全て 男女

35
〜
74

被扶養
者,任意
継続者,
特例退
職被保

険者

１ ア,イ,ウ

35歳以上の希望者に対し
て、生活習慣病の早期発
見、早期治療や疾病予防
を目的とした「主婦・退
職者健診」を外部業者に
委託して実施（年1回。受
診者負担1,000〜5,500円/
人)。また40歳以上には特
定健康診査も兼ねて実施
。

エ,キ 健診業務外部委託業者契
約の健診機関にて実施

・前年度の実施内容の見
直しと改善
・未受診者への電話・は
がきによる受診勧奨の実
施
・被扶養者(現役社員の奥
様)については、被扶養者(
現役社員)からの受診勧奨
を実施
・被扶養者(現役社員の奥
様)の受診率がよくない事
業所については事業主経
由での受診勧奨を実施
・厚労省の指針に基づい
たがん検診の選択制実施

継続 継続
受診率向上を図るため、
受診者にインセンティブ
・ポイント（KENPOS）
を付与する。

被扶養者（配偶者）健診
の受診率が低い事業所に
対して目標を設定し、事
業主から受診要請を行う
。

被扶養者（配偶者）の未
受診者に対して、在宅血
液検査による特定健診を
実施する。

・疾病の早期発見・早期治療による医療費
の抑制
・主婦(現役社員)・退職者の受診率　90%
以上

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。
①現役以外の実施率が伸びない（
健診実施周知不足、リテラシー不
足）
アンケートの結果から原因として
周知不足があがった。ヘルシーラ
イフ等で情報提供するだけでなく
、事業所・被保険者に協力を得て
周知方法を工夫していく必要あり
。

多様な受診勧奨策の実施(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-回　令和元年度：-回　令和2年度：-回　令和3年度：5回　令和4年度：5回　令和5年度：5回)現役
社員の被扶養者、特退・任継被保険者・被扶養者ごとの勧奨策5回以上実施し、受診率向上を図る。
中間見直し前のアウトプットは、健診受診率：現役社員の配偶者50％以上、退職者60％以上。

特定健診の受診率(【実績値】49.4％　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：50％　令和4年度：70％　令和5年度：90％)40歳以上の対象者（特に配偶者）へ受診勧奨を行
い、特定健診の受診率向上を図る。

- - - - - -
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実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
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4 既
存

重症化予防面
接指導の実施 全て 男女

35
〜
64

基準該
当者 ３ イ,オ

生活習慣病の重症化予防
対策として、危険因子（
血糖・血圧・脂質・肥満
・喫煙）が基準値以上の
該当者へ専門家による面
接指導を実施（ハイリス
ク者には医療機関での早
期治療や継続治療を勧奨
）

ア,イ,ウ - 基準値の見直し 要治療への治療勧奨文書
の送付 継続

受診率向上を図るため、
対象コースⅠ・Ⅲの外部委
託を検討するとともに、
ハイリスクの未治療者に
勧奨メールを送付する。

対象コースⅠ・Ⅲの100％実
施を目標として、実施勧
奨策を検討、実施する。

継続
・実施者の脳血管・心疾患新規発症ゼロ
・要治療者への治療勧奨(継続治療の勧め)
・特定保健指導実施率向上
・面接指導実施率85%以上
・治療勧奨者受療率50%以上

①肥満・血糖・肝機能が健保連平
均より高い
②メタボリックシンドローム・予
備群ともに全年齢健保連平均より
高い
③食習慣・喫煙率は年齢別にみて
も40歳以上から健保連平均より高
い
④一部の事業所で未実施
⑤要治療者の受療率が低い
⑥特定保健指導実施率が健保連よ
り低い（特に動機づけ）
重症化予防の選定基準の1つである
「血糖」のリスク保有者が健保連
平均より高く、早期に対応する為
に、基準値を見直ししていく必要
がある。またヘルスリテラシーの
低く、多忙等を理由に保健指導が
未実施であったり、保健指導時に
受診勧奨しても3割しか受療してい
ない為、個人や事業所へ現状を見
える化、情報発信していくことで
ヘルスリテラシーの向上を図る。
重症化予防の該当者の中で特定保
健指導を実施していたが、コース
の複雑さから終了者が少ない状況
であった為、コース分類方法を見
直し、実施していく必要がある。

面接指導実施率(【実績値】70.0％　【目標値】平成30年度：73.0％　令和元年度：75.0％　令和2年度：78.0％　令和3年度：80.0％　令和4年度：83.0％　令和5年
度：85.0％)（中間見直しにより指標から削除） 治療勧奨者受療率(【実績値】30.0％　【目標値】平成30年度：33.0％　令和元年度：37.0％　令和2年度：40.0％　令和3年度：60％　令和4年度：80％　令和5年度：100％)（中間見直しでアウトプットに変更）

治療勧奨者の受療率（通院率）(【実績値】30％　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：80％　令和4年度：90％　令和5年
度：100％)保健師・看護師に面談で、病院に行って治療を開始するよう指導された人の受領率をレセプトより確認。
2019年度は、77.5％の受療率、目標は、100％。

健診検査数値の改善(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-Hu　令和元年度：-Hu　令和2年度：-Hu　令和3年度：1Hu　令和4年度：1Hu　令和5年度：1Hu)40歳以上の健診における検査数値が改善傾向にあるか
を把握する。
検査数値によって面接指導対象者を４カテゴリーに分けて、その間の推移（改善・悪化）を指数化する、単位Hu（health-up）。

重症化予防対象者の削減(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：6,200人　令和4年度：6,100人　令和5年度：6
,000人)重症化予防の面接指導を推進し、対象者削減に努める。

治療開始・継続者の向上(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：400人　令和4年度：450人　令和5年度：430人)事業主と連携して、要治療者の通院状況をレ
セプトから確認する。また、治療により数値をコントロールすることで、ハイリスク者を削減する。2019年度の要治療者（ハイリス者）467人中、治療中が362人。目標100％

- - - - - -

3,4 既
存

健康ナビの実
施 全て 男女

25
〜
39

被保険
者 ３ イ

脳血管・心疾患の重症化
予備群の対策として、25
〜39歳の重症化予防予備
群（危険因子が2つor1つ
）に対し、保健師による
保健指導を行い、生活改
善を促す。また、面接実
施者へ6ヶ月後の生活習慣
の調査を実施し、改善し
たか効果把握する。

ア,イ - 対象者の抽出条件を変更
して若年層にも実施 継続 継続

生活習慣チェックの代わ
り健診の問診票を活用す
ることによって、対象者
の生活習慣の改善傾向を
把握する。

自発的に生活習慣の改善
行動（行動変容）を促す
ための仕掛けを検討、実
施する。

生活習慣の改善傾向の低
い対象者へフォロー面接
指導を実施する。

・40歳到達前に生活習慣の改善
・健康ナビ実施率90％以上
・６か月後改善率50％以上

①肥満・血糖・肝機能が健保連平
均より高い
②メタボリックシンドローム・予
備群ともに全年齢健保連平均より
高い
③食習慣・喫煙率は年齢別にみて
も40歳以上から健保連平均より高
い
④受療率が低い
⑤アンケート回収率の低下
健康ナビの選定基準の1つである「
血糖」のリスク保有者が健保連平
均より高く、早期に対応する為に
、基準値を見直ししていく必要が
ある。また、生活習慣をみるとす
でに40歳から健保連平均より高く
、重症化を予防し、生活習慣を改
善していく為には若年層からの介
入が必要。その為対象年齢
を見直していく必要がある。アン
ケートについては、現在紙で実施
している為、実施しやすいように
実施方法を工夫していく必要があ
る。

健康ナビ実施率(【実績値】80.0％　【目標値】平成30年度：82.0％　令和元年度：84.0％　令和2年度：85.0％　令和3年度：87.0％　令和4年度：89.0％　令和5年
度：90.0％)（中間見直しにより指標から削除） ６か月後改善率(【実績値】40.0％　【目標値】平成30年度：42.0％　令和元年度：44.0％　令和2年度：45.0％　令和3年度：47.0％　令和4年度：49.0％　令和5年度：50.0％)（中間見直しにより指標から削除）

生活習慣の改善(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-Hu　令和元年度：-Hu　令和2年度：-Hu　令和3年度：1Hu　令和4年度：1Hu　令和5年度：1Hu)該当者の
健診時の問診票より、経年の生活習慣（食事、運動、喫煙、飲酒、睡眠）の回答を指数化（プラスが改善、マイナスが悪化）することで改善傾向を把握。単位Hu（
health-up）。

40歳時新規重症化予防対象者の削減(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：110人　令和4年度：100人　令和5年度：100人)健康ナビの対象者が、40歳到達時
に重症化予防の対象者に何人なったかを把握する。
2018年度の健康ナビ37歳が214人中、2021年度重症化予防の対象となった人の数を約100人へ。

- - - - - -
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1,2,3,
4,8

新
規

健康管理シス
テムの導入 全て 男女

18
〜
70

被保険
者 ３ エ

健康管理業務の進捗状況
の可視化を目的として、
事業所に健診結果、就業
判定や二次検診の実施結
果等を確認できる健康管
理システム（すこやかサ
ポート21）を提供

ア,イ,ウ - 健康管理システムの立上
げ

健康管理システムの見直
しと改善 継続

迅速な健診結果のデータ
化を図り、利用率を高め
る。

迅速な健診結果のデータ
化を図り、利用率を高め
る。

すこやかサポート21のシ
ステム上で、ヘルアップ
レポートが確認できるよ
うにする。

・事業主と健保が健康診断の結果データを
共同で利用　　　　　　　　　　　　　　
　　　
・従業員の健康状態がタイムリーに把握
・健康管理業務の利便性の向上

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。

健康管理システム導入率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：90.0％　令和元年度：93.0％　令和2年度：95.0％　令和3年度：97.0％　令和4年度：99.0％　令和
5年度：100％)（中間見直しにより指標から削除）

健康管理業務担当者の満足度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：80％)担当者へアンケート調査を行い、満足度を把握
。

システム利用率100％(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)
システムの定着を進め、全ての事業所で日常的な利用を目指す。 -

1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000

4 既
存

慢性腎臓病（C
KD）重症化の
予防（旧糖尿
病重症化予防(
前期高齢者)の
実施）

全て 男女
60
〜
74

被扶養
者,任意
継続者,
特例退
職被保

険者

１ ス

糖尿病腎症含むCKDの重
症化予防を目的に、従来
の実施方法、委託業者を
見直し、対象者に新たな
方法で実施。旧60歳以上
の糖尿病罹患者へ外部委
託業者により指導を実施
は、令和元年度で中止。

ス -
前年度の指導効果を分析
して、対象年齢と範囲の
見直し

継続 継続
委託業者のプレゼンによ
り実施業者を選定し、対
象者を抽出する。

ＣＫＤ重症化予防の保健
指導を実施し、効果把握
を行う。

継続
・糖尿病罹患者の重症化予防
・糖尿病罹患者の医療費削減
・対象者の訪問受入率 50%

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。

対象者の訪問受入率(【実績値】40.0％　【目標値】平成30年度：42.0％　令和元年度：44.0％　令和2年度：46.0％　令和3年度：48.0％　令和4年度：49.0％　令
和5年度：50.0％)※令和元年で中止。

糖尿病性腎症悪化の防止(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：0人　令和4年度：5人　令和5年度：10人)本プログラムを実施することにより、糖尿病性腎症
の患者のリスクレベルが改善した人の人数を把握。

対象者のプログラム参加率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：40％　令和4年度：50％　令和5年度：60％
)新しいやり方に変更後、対象者に対する参加呼びかけを徹底し、参加率の向上を図る。 -

- - - - - -

2,3,5 既
存

メンタルヘル
ス対策の実施
（旧：ストレ
スチェックの
実施支援）

全て 男女
18
〜
70

被保険
者 ３ ス

従業員のメンタルヘルス
予防のため、事業主の委
託に基づき健保に事務局
を設置し、ストレスチェ
ックをWEBにて提供（高
ストレス者の相談窓口の
提供）

ア,イ -
ストレスチェックの評価
基準(採点方法)を「その１
」から「その２」を変更
して実施

継続 継続
ストレスチェックを円滑
に実施するとともに、高
ストレス者のケア対策を
検討、実施する。

継続 継続
・メンタル疾患者及び休職者の減少
・職場環境改善活動によるストレス度の低
減
・ストレスチェック実施率 90％以上
・高ストレス者の割合 11%以下

実施状況を見える化していくこと
で、事業主と協力して実施率は9割
近くまで上昇。
労働者のメンタル不調を未然に防
止する為に、今後も現状を見える
化していくとともに、事業所が集
団分析や職場環境改善活動に取り
組めるように情報提供していく。

ストレスチェック実施率(【実績値】90.3％　【目標値】平成30年度：91.0％　令和元年度：91.5％　令和2年度：92.0％　令和3年度：92.5％　令和4年度：92.7％
　令和5年度：93.0％)（目標達成済みにより指標から削除）

高ストレス者の割合(【実績値】12.4％　【目標値】平成30年度：12.0％　令和元年度：11.8％　令和2年度：11.6％　令和3年度：11.4％　令和4年度：11.2％　令和5年度：11.0％)（中間見直しにより指標から削
除）

相談窓口の認知度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：80％　令和4年度：90％　令和5年度：100％)健保提
供の無料電話相談等の周知徹底を行い、利用促進を図る。

メンタル不調者の抑制(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：6,000人　令和4年度：5,950人　令和5年度：5,900人)ストレスチェックによって高ストレス者と
判定された人へ相談窓口の利用を周知することで、将来のメンタル不調者を抑制する。令和2年度　高ストレス者数6,002人を維持。

3,650 3,650 3,650 3,650 3,650 3,650
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6 既
存

健康電話相談
の提供 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

医療費の抑制を目指して
、加入者が健康・病気や
メンタルについて、電話
もしくはオンラインにて
相談できる窓口を開設（
無料電話相談と小児科オ
ンラインの2種類）

ス - 制度見直しを実施 委託業者の見直し 継続
相談件数の増加を目指し
、機関誌、チラシ、ホー
ムページを活用して加入
員に周知徹底する。

継続
アンケート調査等により
効果把握を行い、次期DH
Pに向けた検討を行う。

・加入員に周知徹底
・相談件数の現状維持

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。

相談件数(【実績値】300件　【目標値】平成30年度：300件　令和元年度：300件　令和2年度：300件　令和3年度：300件　令和4年度：300件　令和5年度：300件
)（中間見直しにより指標から削除）

加入者の満足度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：80％)アンケート調査により、電話相談を利用した人に満足度を把
握するとともに、未利用者へ相談したいことがあれば利用するかを把握。

加入者の認知度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：100％)加入者にア
ンケート調査を行い、電話相談を認知しているかを把握する。 -

- - - - - -

3,4 新
規

口腔ケアの推
奨 全て 男女

18
〜
70

被保険
者 １ ウ

将来の生活習慣病の罹患
リスク、または歯科（特
に歯周炎）医療費の抑制
を目的として、若年層か
らの口腔ケアを推奨し、
歯科健診の受診を促進

エ,キ - - - -
口腔ケアの重要性を周知
徹底するとともに、外部
委託により無料歯科健診
サービスを実施する。

他健保との共同事業によ
る、歯科健診の補助や巡
回歯科健診を検討、実施
する。

定期的な歯科健診を推奨
し、受診率向上策を検討
する。

医療費（歯科）増加の抑制

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。

歯科健診利用者数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：1,500人　令和4年度：1,800人　令和5年度：2,000人
)無料歯科健診の周知を徹底し、利用者数を把握。

歯科通院開始者数の向上(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：100人　令和4年度：300人　令和5年度：500人)定期的に歯科健診を受診する人をレセプトよ
り算出。

- - - - - -

予
算
措
置
な
し

4 既
存

ｾｷｽｲ・ﾍﾙｽｻﾎﾟｰ
ﾄ・ﾈｯﾄﾜｰｸ(ＳＨ
Ｎ)の提供

全て 男女
18
〜
70

被保険
者 ３ ス

事業主が労働安全衛生の
安全配慮義務を果たすた
め、50名未満の事業所向
けに産業医サービス（SH
N)を提供し、就業判定、
面接指導等を実施。

ア,イ - 現状の仕組みを改善して
制度継続 継続 継続

全対象事業所へ案内文書
を送付し、登録を促進す
るとともに、就業判定の
実施徹底を啓発する。

継続 継続 ・SHN産業医による就業判定実施率 100％
・加入事業所の満足度アップ

50人未満の事業所でSHNへの加入
希望事業所に対して産業保健支援
を実施しているが、就業判定実施
率は100％にいたっていない。SHN
に加入しているが、地域産業保健
センター等を利用して就業判定を
実施している事業所もある為、実
施状況を把握していく必要がある
。

SHN産業医による就業判定実施率(【実績値】80.0％　【目標値】平成30年度：82.0％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：
100％　令和5年度：100％)（アウトカムへ変更） 就業判定100％実施(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)登録事業所すべてで就業判定を実施

登録事業所数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-事業所　令和元年度：-事業所　令和2年度：-事業所　令和3年度：180事業所　令和4年度：190事業所　令和5
年度：190事業所)50人未満の事業所へ登録案内を送り、登録漏れがないように周知することで登録数を向上。
2020年度は、180事業所が登録。

-

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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8 既
存

薬剤斡旋の実
施 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

医療費（薬剤費）の増加
抑制のため、救急薬品・
家庭常備薬等を斡旋(3回/
年．WEB申込みの推進)

ス - 継続 継続 継続
年3回加入者へ薬剤斡旋を
実施（WEB申込を誘導す
るため施策の実施） 継続

アンケート調査等により
効果把握を行い、次期DH
Pに向けた検討を行う。

医療費(薬剤費)の増加抑制

①一人当たりの医療費は年々増加
傾向
②被保険者の一人あたりの医療費
が調剤以外健保連平均より高い
医療費の適性化には、生活習慣病
予防が重要となるが、健保連と比
較して肥満、血糖、肝機能のリス
ク該当者が高い状況である。また
、生活習慣病を未然に防ぐために
生活習慣の改善は重要であるが、
食習慣、運動習慣、喫煙は健保連
平均と比較して悪く、運動も改善
の為の取り組みが必要である。
調剤医療費単価については、現状
を維持できるように、加入者へ情
報提供していくとともに、セルフ
メディケーションの活用を支援し
ていく。

利用者の維持(【実績値】10,000人　【目標値】平成30年度：-人　令和元年度：-人　令和2年度：-人　令和3年度：10,000人　令和4年度：10,000人　令和5年度：
10,000人)（中間見直しにより指標から削除） 加入者の満足度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：80％)アンケート調査により、薬剤斡旋の満足度を把握する。

加入者の認知度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：-％　令和元年度：-％　令和2年度：-％　令和3年度：0％　令和4年度：0％　令和5年度：100％)加入者にア
ンケート調査を行い、薬剤斡旋を認知しているか、利用しているかを把握する。 -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) 事業名の後に「*」がついている事業は共同事業を指しています。
注３) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注４) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注５) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他
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分類
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注3)
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実施体制
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事業所 性別 年
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アウトプット指標 アウトカム指標
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